
１）

２）

※ 管理者においても、事業所の出勤簿、勤務表を作成してください。

※ （訪問系）ヘルパーとヘルパー以外の業務を兼務している場合、ヘル

パーとしての勤務時間をシフト表等により特定してください。

（実績だけでなく、予定の段階から勤務時間を区分してください）

※ （多機能型）サービス毎に人員配置を明確にする必要があります。

管理者・サービス管理責任者以外の従業者については、どのサービ

スに従事しているのか、シフト表等により明確に区分してください。

合計勤務時間は足りていても、区別無く同時に複数のサービスに

従事することはできません。

※ 原則として、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合を除き、

利用定員を超えた障害児の受入れはできません。

※ キャンセルを見越して予定の段階においても定員を超えることのないよう

注意してください。

平成30年度までの研修修了者に対する経過措置（令和元年度から令和５年度

までに、初回の更新研修の修了年度を起点として翌年度から5年毎に1回の受講

が必要）が終了しました。よって、令和６年３月３１日までに更新研修を修了して

いなかった場合は、令和６年４月１日以降、サービス管理責任者の資格要件を

満たしていないため、サービス管理責任者の人員欠如となります。

おいて 常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業

所等の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいいます。

この場合、勤務延べ時間数とは事業所の指定等に係る事業のサービスに

従事する時間の延べ数です。なお、従業者１人につき、勤務延べ時間数に

算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤

務すべき勤務時間数が上限となっているため、時間外勤務や休日出勤に

　早急に実践研修を修了するか、要件を満たす別の職員をサービス管理責任者

に配置してください。

より勤務した時間数を含めることができません。よって、１人の従業者が時間外

勤務等を行ったからといって、常勤換算方法で１を超えることはありません。

②サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）の研修について

令和６年度　指導監査における主な指導事項
項目 内容

①障害福祉サービス事業所及び障害児通所支援事業所における「常勤」、「常

勤換算方法」について

常勤とは、事業所における勤務時間が、当該事業所において定められて

いる常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が３２

時間を下回る場合は３２時間を基本とする。） に達していることをいいます。

常勤換算方法とは、事業所の従業者の勤務延べ時間数を当該事業所に

１．従業者の員数につい
て

２．勤務体制の確保等に
ついて

おくこと。

３．定員の遵守について
（児童）

　障害児に対するサービスの提供に支障が生じることのないよう、原則として、

事業所が定める利用定員を超えないこと。

　事業所ごとに原則として、月ごとの勤務表を作成し、勤務の体制を定めて
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①

②

※ 障害者支援施設及び共同生活援助は、夜間もしくは夜間を想定した訓練

についても実施してください。

①

②

・

・

・

・

項目 内容

　運営指導において未実施が判明した場合、未実施の項目について、速や

かに改善計画書を作成し、指導監査課に提出してください。

　改善計画に基づいて改善を実施し、未実施が判明した月（運営指導月）か

ら３月後に改善計画に基づく改善状況を指導監査課に報告してください。

　改善が確認されれば減算終了ですが、改善が確認できなければ減算継続

となります。

※身体拘束等の適正化の取組が適切に行われていない場合は、減算と

　なります。

７．身体拘束廃止未実
施減算について

　下記のうち、いずれかに該当する場合、利用者全員について減算します。

緊急やむを得ない理由により身体拘束を行った場合における記録がない

身体拘束適正化検討委員会を設置していない又は開催していない

（１年に１回以上）

身体拘束等の適正化のための指針を整備していない

身体拘束等の適正化のための研修を実施していない（１年に１回以上）

＜身体拘束廃止未実施減算の流れ＞

（未実施が判明した月（運営指導月）の翌月から最低３月間は減算となります。）

適正化のための指針を整備し、従業者に対し、身体拘束等の適正化のため

の研修を１年に１回以上実施し、研修内容について記録を残すこと。

※委員会の開催と研修の実施における「１年に１回」とは、直近1年で考え

　ます。

※虐待防止委員会と一体的に設置・運営することも可能です。

５．掲示について
（相談支援）

　計画相談支援等の実施状況、相談支援専門員の有する資格及び経験年数を

掲示すること。

６．身体拘束等の禁止に
ついて

やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を

記録すること。

身体拘束適正化検討委員会を設置し、少なくとも１年に１回は開催するととも

に、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。また、身体拘束等の

４．非常災害対策につい
て

非常災害対策として、非常災害の態様ごとに具体的計画を立て、当該計画

並びに通報及び連携の体制を施設内に掲示するとともに職員に周知すること。

事業所において、少なくとも年１回以上の避難訓練（消防法上の防火対象

施設については年２回以上）を実施するとともに、訓練の内容（日時、状況、

避難に要した時間、反省点等）を記録すること。
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・

・

・

①

②

※ おおむね１年に１回以上、自己評価及び保護者評価並びに改善の内容を

保護者に示すとともにインターネット等により公表してください。

項目 内容

　事業所の従業者による評価を受けた上で、自ら評価を行うとともに、当該サービス

を利用する障害児の保護者による評価を受けて、その改善を図り、当該評価及び

改善の内容について保護者に示すとともに、公表すること。
１１．自己評価及び保護

者評価
（児童）

　なります。

書面により、利用者から同意を得ること。

　改善計画に基づいて改善を実施し、未実施が判明した月（運営指導月）か

ら３月後に改善計画に基づく改善状況を指導監査課に報告してください。

　改善が確認されれば減算終了ですが、改善が確認できなければ減算継続

となります。

（未実施が判明した月（運営指導月）の翌月から最低３月間は減算となります。）

１０．工賃（賃金）等の支
払いについて

生産活動に係る収入から必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃と

して支給すること。

※損失（赤字）が発生した場合、訓練等給付費から補填できませんので、

　　注意してください。

９．虐待防止未実施減
算について

　下記のうち、いずれかに該当する場合、利用者全員について減算します。

虐待防止検討委員会を設置していない又は開催していない

（１年に１回以上）

上記措置を適切に実施するための担当者を置いていない。

＜虐待防止未実施減算の流れ＞

　運営指導において未実施が判明した場合、未実施の項目について、速や

かに改善計画書を作成し、指導監査課に提出してください。

虐待防止のための研修を実施していない（１年に１回以上）

８．虐待防止について

　虐待防止委員会を設置し、少なくとも１年に１回は開催するとともに、その結

果について、従業者に周知徹底を図ること。また、従業者に対し、虐待防止の

ための研修を１年に１回以上実施し、研修内容について記録を残すこと。

上記の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

　ます。

※身体拘束適正化検討委員会と一体的に設置・運営することも可能です。

※虐待の防止のための取組が適切に行われていない場合は、減算と

工賃（賃金）から利用者負担額、食費等を天引きする場合は、あらかじめ

※委員会の開催と研修の実施における「１年に１回」とは、直近1年で考え
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①

※ （訪問系）連続した複数のサービスを１枚の用紙に記録する場合は、

各サービスの提供時間帯の内訳も記録してください。

また、通院等介助や同行援護等の行先についても記録してください。

※ （通所系）当日なにをしたか（活動内容等）についても記録してください。

②

※ 利用者に後日まとめて確認を得ることも差し支えないとされているのは、

療養介護、施設入所支援、障害児入所支援、共同生活援助等に限られ

ています。

①

※ 利用者、保護者の他、指定特定相談支援事業者等にも交付してください。

　 また保育所等訪問支援は、上記の他、訪問先施設にも交付してください。

②

③

※ どの項目に対し、どういった状態で、どのような意見があって、結果

このように変更（あるいは継続）を行うということが分かるように記録

してください。

※ 個別支援会議は原則として利用者も同席してください。（児童系除く）

保育所等訪問支援は、訪問先施設の担当者も同席してください。

④

⑤

※ 個別支援計画の記載事項は、サービスごとに異なるため注意して

ください。また、児童系については、別紙１、２及び児童発達支援ガイド

ライン等を参照してください。

※ 個別支援計画に位置付けが必要なサービス（就労系；施設外就労、施設外

支援）や加算（児童系；送迎加算、家族支援加算等）については、加算等の

名称だけでなく、具体的な支援内容等についても記載してください。

⑥

項目 内容

１３．個別支援計画等の
作成について

計画作成後、定期的に見直しを行うこと。

利用者への面接（アセスメントやモニタリング）や原案の作成は、

サービス管理（提供）責任者・児童発達支援管理責任者が行うこと。

個別支援計画の作成にあたって、モニタリング、アセスメント、個別支援会議の

内容について記録すること。

個別支援計画の作成にあたっては、サービス事業名の計画とすること。

個別支援計画には、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な

支援目標及び達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、サービス

の具体的内容、計画適用期間、作成年月日等を記載すること。

個別支援計画に基づくサービス提供であるため、サービス提供開始前までに

サービス管理（提供）責任者・児童発達支援管理責任者が作成し、利用者に

説明し、同意を得て交付をすること。

１２．サービス提供の記
録について

サービスの提供の記録は、報酬請求の根拠となりますので、その内容に

ついてサービス提供の都度、正確に記録すること。

提供の記録については、その都度利用者から確認を受けること。
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③

④

①

※ 施設外就労では、管理者、サービス管理責任者、目標工賃達成指導員の

みでの職員配置はできません。

※ 施設内と施設外それぞれの人員配置を明確に記録に残してください。

②

③

①

②

③

④

※ 延長支援時間は個別支援計画に位置付けた標準的なサービス提供時間

　 の提供前又は提供後にそれぞれ１時間以上で設定してください。

※ 個別支援計画に位置付けた標準的なサービス提供時間が、児発の場合

は５時間、放デイの場合は授業終了後は３時間、休業日は５時間の場合

に限ります。

※ 経験年数、配置形態（常勤専従、それ以外）、資格が、算定要件を満たして

いるか確認してください。

※ 人員基準を満たしていない日は当該加算は算定できません。

項目 内容

おいて定めること。

（児童発達支援・放課後等デイサービス・生活介護）個別支援計画に位置付

　個別支援計画に延長支援の位置づけを適切に行うこと。

１８．児童指導員
等加配加算につい

て

児童
系

１５．施設外
就労

施設外就労では、施設外就労を行う日の利用者数に対して報酬算定上必要と

１６．在宅就労

在宅で実施する訓練内容及び支援内容を運営規程に明記すること。

１日２回は連絡、助言又は進捗状況の確認等のその他の支援を行い、日報を

作成すること。

事業所職員による訪問、在宅利用者による通所又は電話・パソコン等のＩＣＴ機

器の活用により、評価等を1週間につき１回は行うこと。

原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問又は在宅利用者

による通所により、在宅利用者の居宅又は事業所内において訓練目標に対す

る達成度の評価等を行うこと。

される人数（常勤換算方法による。）の職業指導員又は生活支援員を配置する

施設外就労の提供は運営規程に位置付けること。

就労
系

１７．延長支援加
算

　障害児通所給付費の算定に必要な従業者の数に加え、児童指導員等の

従業者を１名以上配置すること

１４．報酬の請求に
ついて

①サービス提供の記録や、各加算に必要とされる事項や記録は報酬請求の

　　根拠資料となるので、適正に記録し、保管すること。

②（児童系・生活介護）標準的なサービス提供時間をあらかじめ個別支援計画に

こと。事業所については、施設外就労を行う者を除いた前年度の平均利用者数

に対して報酬算定上必要とされる人数(常勤換算方法による。)を配置すること。

施設外就労を含めた個別支援計画を作成し、就労能力や工賃（賃金）の向上

及び一般就労への移行に資すると認められること。

けられた標準的な時間が、現に要した時間と合致しないことが常態化してい

る場合は、速やかに個別支援計画の見直しを行うこと。

（児童発達支援・放課後等デイサービス・生活介護）報酬の算定にあたっては、

現に要した時間ではなく、個別支援計画に位置付けられた標準的な時間に

基づき算定すること。

5



①

※ 相談援助を行った場合は、相談援助を行った日時、相談内容の要点を

記録に残してください。

※ サービスを提供しない月においては算定できません。

※ 個別支援計画に加算の名称及び支援内容を記載してください。

①

※ 児童については個別支援計画に送迎場所等記載し、通所給付決定保護者

の同意を得てください。

②

※ 加算の算定にあたっては、「前々日、前日又は当日」に連絡があったこと

が要件となるので、いつ連絡があったか記録してください。

※ 複数日の欠席の連絡（「明日から３日間休みます等」）があった場合は、

支援を行った初日のみ算定可能となります。ただし、まとめて連絡があっ

た場合でも、毎日電話等により相談援助を行った場合は、当該支援を

行った日は加算の算定ができます。

※ 要件に該当する利用者であるか確認してください。

※ 該当する利用者の利用がない日は算定できません。

※ 全ての職員へ届け出前に周知したことが分かるよう記録に残してください。

①

②

③

④

通
所
系

　常勤換算方法で１以上の看護職員を配置し、スコア表の項目の欄に掲げる
２２．常勤看護
職員配置等

加算
（生活介護）

２１．欠席時対応
加算について

　連絡を受けた日時、利用者の状況、相談援助等の内容を記録すること。

送迎を行ったかどうかが分かるように記録すること。

者
算定要件を満たしているかどうか（１回の送迎につき平均１０人以上等）、

定期的に確認すること。

いずれかの医療行為を必要とする状態である利用者に対してサービスを行っ

た場合に算定すること。

２０．送迎加算
について

者
・
児

２４．各種委員会、
訓練、研修
について

各種委員会、訓練、研修を実施した際は、実施日時、参加者、内容について

記録に残してください。

各種委員会の結果について、従業者へ周知した際は、周知したことが分かるよ

う記録に残してください。

研修、訓練について、参加できなかった職員に対しても実施内容等について

周知し、周知したことが分かるように記録に残してください。

同日に複数の委員会、訓練、研修について実施する場合は、それぞれの内容

が分かるよう明確に記録に残してください。

共
通

２３．福祉・介護職
員等処遇改善加算

について

福祉・介護職員等処遇改善計画書を作成した際は、全ての福祉・介護職員等

に周知し、市に届出すること。

児童
系

項目 内容

１９．家族支援加
算

あらかじめ保護者の同意を得て個別支援計画に位置付けた上で計画的に

相談援助を行うこと。
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①

②

※ 感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の

場合は、減算となります。（令和６年度末まで経過措置あり）

①

②

③

①

②

③

４．送迎車両への安全装
置の設置について（児童）

　障害児の送迎等に用いる自動車のうち、座席が３列以上の車両は安全

装置を設置すること。

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための業務継続計画を策定すること。

従業者に対し業務継続計画を周知するとともに、必要な研修及び訓練を

＜令和６年４月１日から義務化となった運営基準等＞

１．業務継続計画につい
て

感染症や非常災害の発生時において利用者に対するサービスの提供を

３．安全計画について
（児童）

障害児の安全確保を図るため、事業所設備の安全点検や事業所での

生活その他の日常生活における安全に関する指導等、事業所における

安全に関する事項についての計画（安全計画）を策定すること。

従業者に対し安全計画を周知するとともに、研修及び訓練を定期的に

実施すること。

保護者に対し安全計画に基づく取組の内容を周知するすること。

２．衛生管理について

感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を訪問

系の事業所は概ね６月に１回以上、通所系、入所系の事業所は概ね３月

に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を

図ること。

感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

を訪問系の事業所は年１回以上、通所系、入所系の事業所は年２回以上

実施すること。

１年に１回以上、障害者支援施設は１年に２回以上実施すること。
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《放課後等デイサービス記載例》 別紙１

放課後等デイサービス計画別表 参考様式

利用児氏名 作成日

14時15分 ～ 17時00分 ～ 14時00分 ～ 17時00分 15時30分 ～ 17時00分 ～ 10時00分 ～ 15時00分 10時00分 ～ 15時00分

特記事項

※上記提供時間以外での想

定される支援の提供につい

て記載

～ ～ 13時00分 ～ 14時00分 ～ ～ 9時00分 ～ 10時00分 9時00分 ～ 10時00分

～ ～ 17時00分 ～ 18時00分 ～ ～ 15時00分 ～ 17時00分 ～

延長を必要とする
理由及び時間

保護者同意

〈注意点（主な指摘事項）〉

◆提供時間について

①報酬の算定にあたっては、現に要した時間ではなく、放課後等デイサービス計画に位置づけられた内容の標準的な時間に対応する時間区分で算定すること。

　※放課後等デイサービス計画において定めた提供時間よりも実際に提供した時間が、短くなった場合　⇒ 利用者都合による場合は、放課後等デイサービス計画に定めた提供時間で算定。

事業所都合による場合は、実際に支援に要した時間で算定。

※いずれの都合により短くなったのか記録に残しておくこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長くなった場合　⇒ 利用者都合、事業所都合、いずれにおいても放課後等デイサービス計画に定めた提供時間で算定。

　※報酬請求の際は、提供実績記録票の”算定時間数”欄に基本報酬の対象となる時間数を入力すること。

　※放課後等デイサービス計画に定めた提供時間と実際に支援に要した時間に乖離がある状態が継続する場合（１月の利用で見て恒常的に生じている場合）は、速やかに放課後等デイサービス計画の見直しを行うこと。

　　（別表のみの見直しで可。見直した別表について保護者の同意を得て交付する。）

②放課後等デイサービス計画において支援の提供時間が定められていない場合は、時間区分Ⅰ（30分以上１時間30分以下）での算定となる。そのため、当初利用する予定のない日に支援を提供する場合について、

　そのような利用の想定及び支援の提供時間について特記事項欄に記載しておくこと。

◆延長支援について

・個別支援計画に位置づけられた内容の指定通所支援（指定児童発達支援を行うのに要する標準的な時間が５時間のものに限る。指定放課後等デイサービスを行うのに要する標準的な時間が授業終了後３時間、

　学校休業日５時間のものに限る。）の提供前又は提供後に個別支援計画に位置づけられた延長支援（延長支援の標準的な時間が１時間以上のものに限る。）を行う場合に延長支援時間に応じ加算すること。

　※実際に要した延長支援時間で加算を算定すること。

　※実際の延長支援時間が個別支援計画に定めた延長支援時間を超える場合は個別支援計画に定めた時間によることとする。

大分　太郎

月 火 水 木

延長支援時間
※ 延長支援時間は、

支援前・支援後
それぞれ１時間以上から

※送迎の時間は含まない

【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間

0時00分

【支援後】延長支援時間 【支援後】延長支援時間

提供時間

※実態に合わせて記載

※送迎の時間は含まない

利用開始・終了時間 利用開始・終了時間 利用開始・終了時間 利用開始・終了時間

1時30分

利用開始・終了時間 利用開始・終了時間 利用開始・終了時間

金

【支援後】延長支援時間

・利用予定日以外も空き状況等によっては利用の可能性あり。（火曜日14：15～17：00（2時間45分）、金曜日15：30～17：00（１時間30分））
・学校行事や短縮授業等の日は、14：00～17：00（3時間）の提供時間となることもある。
・平日であっても学校休業日となった場合は、10：00～15：00（5時間）の提供時間となることもある。

0時00分

令和〇年〇月〇日

1時00分

・保護者の就労及びレスパイトを理由に上記の延長支援を行う。
・学校行事や短縮授業等の日で、提供時間が14：00～17：00となった場合は支援前の延長支援時間が2時間となることもある。
・平日であっても学校休業日となった場合で、提供時間が10：00～15：00となった場合は、延長支援時間が支援前1時間、支援後2時間となることもある。

5時00分

【支援後】延長支援時間

5時00分

【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間

0時00分 3時00分

2時45分 0時00分 3時00分

土
祝日/長期休暇

　　　　　　（月、火、水、木、土）

年　　月　　日 保護者氏名

【支援後】延長支援時間 【支援後】延長支援時間

0時00分 0時00分 2時00分

【支援後】延長支援時間

放デイの延長支援時間の設定ができるのは、

提供時間が授業終了後３時間

学校休業日５時間

としている場合のみです。

延長支援時間は、支援前・支援後それぞれ１時間以上で設定。

曜日ごとに時間を定める。

日、祝日、長期休暇など必要

に応じて加除修正してくださ

い。

長期休暇の場合についても曜日や提供時間を記載。

曜日ごとに提供時間が異なる場合など、この欄では足りない場合は、

別途、長期休暇用に別表を作成するなどして記載。



《児童発達支援記載例》 ※注意点（主な指摘事項）については、放課後等デイサービス計画記載例を参照してください 別紙２

児童発達支援計画別表 参考様式

利用児氏名 作成日

10時00分 ～ 13時00分 ～ 10時00分 ～ 13時00分 10時00分 ～ 13時00分 ～ 10時00分 ～ 15時00分 10時00分 ～ 15時00分

特記事項

※上記提供時間以外での想

定される支援の提供につい

て記載

～ ～ ～ ～ ～ 9時00分 ～ 10時00分 9時00分 ～ 10時00分

～ ～ ～ ～ ～ 15時00分 ～ 17時00分 ～

延長を必要とする
理由及び時間

大分　太郎 令和〇年〇月〇日

月 火 水 木 金 土 日・祝日

提供時間

※実態に合わせて記載

※送迎の時間は含まない

利用開始・終了時間 利用開始・終了時間 利用開始・終了時間 利用開始・終了時間 利用開始・終了時間 利用開始・終了時間

3時00分 0時00分 3時00分 3時00分 0時00分 5時00分 5時00分

利用開始・終了時間

【支援後】延長支援時間

・利用予定日以外も空き状況等によっては利用の可能性あり。（火曜日、金曜日：10：00～13：00）
・カリキュラムや行事等によっては、13：00～16：00又は10：00～15：00での提供となることがある。

延長支援時間
※ 延長支援時間は、

支援前・支援後
それぞれ１時間以上から

※送迎の時間は含まない

【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間 【支援前】延長支援時間

【支援後】延長支援時間 【支援後】延長支援時間 【支援後】延長支援時間 【支援後】延長支援時間 【支援後】延長支援時間 【支援後】延長支援時間

1時00分

・保護者の就労及びレスパイトを理由に上記の延長支援を行う。
・カリキュラムや行事等によって提供時間が10：00～15：00となった場合は延長支援時間が、支援前１時間、支援後２時間となることもある。

0時00分 0時00分 0時00分 0時00分 3時00分

児発の延長支援時間の設定ができるのは、

提供時間を５時間としている場合のみです。

日・祝日の提供がある場合。

なければ記載不要。

延長支援時間は、支援前・支援後それぞれ１時間以上で設定。


